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はじめに 

 

 現在の介護サービス事業は、40 歳以上の国民から徴収される介護保険料と、国、都道

府県、市町村が負担する公費を財源とし、市町村を保険者として運営される介護保険制

度に則って展開されている。介護保険制度では、小泉政権の掲げた構造改革の流れを受

け、規制緩和の考えのもと、従来の主たる事業主体であった社会福祉法人のほか、ＮＰ

Ｏ法人、民間企業など多様な事業主体の参入を促し、市場の原理を取り入れる形で事業

の展開が目指された。「介護」を社会保険の対象と定義することで社会化が進み、それ

とともに増大するサービスの需要に対応する仕組み作りについて、介護保険制度は一定

の役割を果たしたと言えよう。 

 しかし現在、介護サービス事業から撤退する事業主体が相次いでいるほか、様々な要

因からサービス従事者の離職が進み、慢性的な人手不足を招いている。そのために、地

域によっては既にサービス供給が不安定となっており、利用者が影響を受けている。 

本レポートでは介護保険制度が導入された背景を振り返ることから始め、事業運営の

実態を考察し、2009 年度改定に向けた取り組みから、介護サービス事業を取り巻く現状

を報告する。 

 

第一章  介護保険制度導入の背景（注 1） 

  

 １-１ 増大する高齢者医療費 

介護保険制度が導入されるに至った背景として、大きく二つの理由が挙げられる。一

つは、増大する医療費の削減である。以下、平成 12 年度厚生白書をもとに略述すると、  

1973 年に国の施策として老人医療費支給制度が実施され、70 歳以上（寝たきり等の場
合 65 歳以上）の高齢者は医療保険の自己負担分が無料化された。その結果、  
・経済的理由から、高齢者の受診が抑制されることがなくなった  
・必要以上に高齢者の受診が増えた  
・家庭では担いきれなくなった介護を、「社会的入院」の名目で医療機関が引き受け

ることとなった  
医療現場において必要以上の受診が増え、疾病治療の段階を終えた高齢者の入院が長

引くことは、限られた医療資源が有効に使われないという事態をも生んでいた。やがて

日本経済が高度成長から安定成長に移行する中、老人医療費は著しく増大し、医療保険
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の財政を圧迫した。社会傾向として少子高齢化の流れが鮮明になる中、非効率的な医療

体制の是正と、逼迫する医療保険財政への対応は、政府にとって喫緊の課題であった。 
 

１-２ 社会で支える介護 

二つ目の理由は、介護の社会化である。介護保険法が施行される以前、介護サービス

事業は行政による「措置」として、公費によって運営されていた。そのため、  
・利用に当たっては、家族状況や経済状態などが調査された 

・対象者の認定から利用サービス種類まで行政が決定した 

・行政からの恩恵的な施策という心理的抵抗感があった  
・当時は、介護はもともと家族、特に女性が担うという認識が強かった 

という理由から、介護サービスの利用はなかなか進まなかった。 

 
１-３ 介護保険制度の誕生へ 

やがて、高齢者を取り巻く高齢者福祉においては、住み慣れた地域での生活を支援す

る観点から在宅福祉が重要であるとの認識が高まり、また、病院での入院治療よりも看

護、介護、機能訓練に重点をおいた、医療と福祉とが連携した総合的なサービスの提供

も求められるようになった。  
そして、高齢者福祉対策の緊急整備について 1999 年度までに実現すべき目標を掲げ

た「高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴールドプラン：1989 年）」、「新・高齢者保健福
祉推進十か年戦略（新ゴールドプラン：1994 年）」の策定を経て、2000 年、介護保険制
度が施行された。  
本制度ではまず、これまで高齢者福祉サービスと高齢者医療サービスの双方に分かれ

ていた介護サービスを、一つの制度として統合することにより、非効率的なサービス提

供の是正を図った（図１）。  
図１ 

 
 
 
 
 
 
 

図１ 資料出典：厚生省  平成１２年度厚生白書  
      

更に、介護が限られた人だけに生ずるリスクではなく普遍的で深刻なリスクとなって

いることから、将来にわたって必要な財源を安定的に確保できる、社会連帯を基本とし

た相互扶助の仕組みがふさわしいとされた。将来増加していく介護費用を賄っていく仕
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組みとしては、給付と負担の対応関係が明確であり、開かれた議論を通じて負担に対す

る国民の理解を得やすい社会保険方式が現実的と考えられた。  
 

 １-４ 介護保険の仕組み 

介護保険の仕組みは以下の通りである。 

○介護保険を運営する保険者は、区市町村。 要介護認定、保険給付、第１号被保険者
の保険料の賦課・徴収等の保険事業の実施や介護サービスの基礎整備等を行う。  

○被保険者（保険に加入する人）は区市町村内に住所を有する４０歳以上の者である。 

・第１号被保険者 ６５歳以上の者  

・第２号被保険者 ４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者  

○保険給付（サービス）が受けられる者は、寝たきりや認知症を有するなど、常時介

護を必要とする状態（要介護 1～5）や、日常生活を営むのに支障がある状態（要支

援 1・2）になった場合に介護サービスを受けることができる。  

・65 歳以上の第１号被保険者は介護が必要になった原因を問わず給付が受けられる。  

・40 歳以上 65 歳未満の第２号被保険者は、老化に伴う 16 種類の特定疾病が原因で

ある場合に限られる。  

○介護保険の財源構成は、利用者負担金と公費で賄う。 負担割合は以下の通りである。  

利用者負担金 公費と保険料 

10% 90% 

国 都道府県 区市町村 
介護保険料 

１号保険料 ２号保険料 

25.0% 12.5% 12.5% 18.0% 32.0% 

                                  筆者作成  

（注 1）資料参照：厚生省 平成 12 年度厚生白書 

 

第二章  2003、2006 年の報酬改定がもたらしたもの 

 

２-１ 2003 年の報酬改定  

介護保険制度では、施行開始から 5 年後に見直しを行うことが予め定められていた。
その改正に先立つ 2003 年には、増大する介護費用への対策として、－2.3％（注 2）の介

護報酬改定が行われた。続いて、特別養護老人ホームの食費など（いわゆるホテルコス

ト）が自己負担化され、これにより、月平均 6 万円程度だった入所費用が約 10 万円前
                                                   
（注 2）国民健康保険団体連合会新聞 2008 年 10 月 20 日   
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後に上がった。通所介護事業（デイサービス）では、食事提供、送迎に係る加算が基本

利用料に内包化された。施設に通い、日中の大半を過ごすデイサービスでは、どちらも

一体的に提供されるべきものとの判断である。しかし、食事提供コストの負担は元々高

く、調理スタッフを雇えない施設では、ケアスタッフが午前中の入浴介助などを終えて

から厨房に入り、昼食を調理している。また送迎サービスの内包化は、施設近隣に居住

しながら、歩行能力に問題の無い利用者宅から送迎を求められるケースが発生する等、

かえって効率性を低下させる事態をも招いている。 

  

２-２ 2006 年の報酬改定が経営に与えた影響 

2005 年に改正介護保険法が成立し、2006 年度より施行された。サービスの現場には

一層の効率化、運用の適正化が求められ、2003 年に続いて－2.4％（注 3）の介護報酬改定

が行われた。事業によっては更に経営状態が悪化し、この頃には事業の縮小、或いは介

護サービス事業から撤退する事業所が増えるようになる。  

 影響が大きかったのは訪問介護事業（ホームヘルプ）である。平成 20 年に厚生労働

省が行った「介護事業経営実態調査結果」による訪問介護事業の収支差率は図２の通り

である。  

図２ 

  

 図 2：資料出典 : 厚生労働省「平成 20 年介護事業経営実態調査結果」  

 図２は、全国から抽出した 2,000 箇所の訪問介護サービス事業所の、一ヶ月当たりの

                                                   
（注 3）国民健康保険団体連合会新聞 2008 年 10 月 20 日  
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収支状況を総括表で示したものである。まず、項目 6 の収入に占める給与費の割合は、

82％前後で推移しており、労働集約的な業種とはいえ、高い水準である。下段から２番

目の項目 15、「差引」を見ると、平成 17 年の「－1」から、平成 20 年は「17」となって

いる。一見、収支は改善されたように見える。 

図３を見ると、項目 19 の「介護職員常勤換算数」は 10.1 人から 7.7 人へ減少。項目
24 の「訪問一回当たり収入」は 9％減少。項目 28 の「訪問回数」は 93.７回で約 19%
増加した。非常勤職員の割合を増やし、少ない人数で一人当たりの訪問回数を増やした

結果、収支が微増したと考えられる。  
図３ 

   
図 3：資料出典 : 厚生労働省「平成 20 年介護事業経営実態調査結果」  

図４を見ると、収支差率が 0％以下となった事業所が約４割を占めている。特に 20％

以下となる事業所の割合が突出している。 

図４ 

   

図 4：資料出典 : 厚生労働省「平成 20 年介護事業経営実態調査結果」  

  訪問介護事業では、特別養護老人ホームのように介護報酬以外にホテルコストなどの

収益を得る機会は殆どない。収入のほぼすべてを介護報酬に依存すると、収支状況が厳
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しくなるということは、厚生労働省の考える運営モデルとその根拠が望ましいものかど

うか、検証する必要があると考えられる。 

 

２-３ 制度の持続性を探る 

  2006 年の法改正では、介護費用を削減するために、報酬の引き下げとともに、将来の

要介護者を増やさない取り組みも設けられた。それが「介護予防」である。軽度の介護

度である「要支援 1・2」の対象者は、自立支援の観点で提供される「介護予防サービス」

を利用することとなった。また、要介護認定を受けていない高齢者が、健康診断の結果、

筋力低下などが懸念される場合、区市町村が実施する予防トレーニングの、「地域支援

事業」につなげるという仕組みも作られた。 

  制度の持続性を考えると、「予防」というアプローチも有効であろう。しかし介護予防

サービスの報酬は低いにも関わらず、サービスのマネジメントに付随するアセスメント

作業なども必須となる。また、地域支援事業は自治体が運営主体となるが、実施主体は

殆どの場合、既存の介護サービス事業所である。サービスの現場が抱える業務量は増え

るばかりである。 

 

第三章  模索される方向性 ―厚生労働省の取り組みから― 

 

 ３-１ 介護サービス従事者の労働環境 

  2006年の法改正を受けて、介護サービス事業を取り巻く環境は、一層厳しさを増した。

第二章で述べた収支状況の悪化と併せて懸念されるのが、従事者の問題である。 

  図５  

         

図5：資料出典 : 厚生労働省「福祉・介護サービス従事者の現状等」  
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  図５は、介護サービス従事者の正規・非正規職員別の入職、離職の割合を示している。

人件費を抑えるために、サービスの現場には多くの非正規職員が従事しており、短期間

での入職、離職のケースが増え、定着率が低下している。更に身体介護、夜勤など、経

験と技量が問われる業務の負担が正規職員に偏重する。やがては事業所全体としての職

務能力、専門性の低下を招くであろう。  

  また、給与の低さも問題となっている。 

  図６ 

     

 

図6：資料出典 : 厚生労働省「福祉・介護サービス従事者の現状等」  

   図６は、福祉施設従事者と全労働者との、平均年収（試算額）の比較を示している。

福祉施設介護員（男）の年収額は、全男性労働者の約６割である。結婚を機に男性職員

が退職する現象が見られるのも、こうした理由が影響しているかもしれない。 

 

 ３-２ 平成 21 年の報酬改定に向けて 

平成20年10月30日に、政府・与党において「介護従事者の処遇改善のための緊急特別

対策」として、平成21年度介護報酬改定率を3.0％とすることが決定された。そして2008
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年12月、厚生労働省より平成21年介護報酬改定の概要が出された（注4）その基本的な視点

は次の通りである。 

1.介護従事者の人材確保・処遇改善 

2.医療との連携や認知症ケアの充実 

3.効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証 

 介護報酬改定の概要として、報酬額がプラス改定となったこと、そして介護従事者に

ついて対策が施されたことは、今回が初めてである。具体的には、夜勤など負担の大き

な業務に対する適正な人員配置、雇用に占める 3 年以上の勤続者の割合、有資格者や専

門研修受講者の割合、といった条件を満たす事業所に対して、加算評価を認める。また、

地域や業種、人件費割合に応じて、報酬単価（全国基準は介護報酬 1 点に対して￥10）

を上乗せする。 

 但し、注意すべき点もある。改定率を 3.0％としているが、これは在宅サービス事業

に対する 1.7％、施設サービス事業に対する 1.3％の合計値であり、全業種に対して一

律 3.0％増額されるものではないこと。今回の緊急特別対策には約 1,680 億円の予算が

充てられるとのことだが、対策が次年度以降も継続されるかは不透明であること。また、

この特別予算を基に、介護従事者の月給が\20,000 引き上げられるとの情報が流れたが、

額は勿論のこと、事業者に対し、増額分を必ず処遇改善に充てなくてはならないという

規定は無いこと、である。 

合計 3%の介護報酬アップが、すぐには諸課題の解決には結びつかないであろう。しか

し、国が従事者、事業者の持続性に、新たな視点を示したことは議論のための重要なき

っかけとなる。介護サービスを社会保険方式で維持するのか、それとも税方式に切り換

えるのかなど、本格的な議論の活発化が望まれる。 

 

                                                   
（注 4）厚生労働省 題５５回社会保障審議会介護給付費分科会「平成２１年度介護報酬改定について」 

 

 
 


